
令和 2年 4月９日 

 

緊急事態宣言発令に伴う通所系サービスに係る留意点について 

 

大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課 

 

通所系事業所が、感染拡大防止の観点から、利用者の希望に応じて、当該通所サービスの事

業所の職員による利用者の居宅への訪問によるサービス提供を行う場合や、自主的に休業を行

う場合等については、厚生労働省より別添のとおり臨時的取扱い等が示されておりますが、留

意点は下記のとおりです。 

なお、この取扱いは、居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限

としたもので、居宅サービス計画の変更までは求められていませんが、利用者への丁寧な説明

と同意を前提としてください。 

記 

 

（1）通所サービスの事業所の職員による利用者の居宅への訪問を行う場合の報酬の取扱い 

 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いにつ

いて（第２報）」（令和２年２月 24日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事

務連絡）別紙１のとおり、実際に提供したサービスついて、相応の介護報酬の算定が可能です。 

なお、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハであれば１時間

未満）の事例としては、以下のようなケースも想定されます。 

・ 通所事業所で提供してきた食事を、居宅に届ける短時間サービス 

・ 通所事業所で提供してきた入浴サービスのみを居宅で行う 

 

（2）通所サービスの事業所の職員による利用者の居宅への訪問を行う場合の加算等の取扱い 

 同事務連絡のとおり、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供され

ていた場合に算定できていた加算については、引き続き、加算を行うものとされています。  

なお、一時的に算定基準を満たすことができなくなる場合等については、「令和元年台風第

19 号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」における取扱いに準じるとあります

が、以下のような事例においても、算定可能と想定されます。 

・ 中重度者ケア体制加算（通所介護）：訪問する職員を含めて加算要件の配置（加配、専従の

看護職員）があるのであれば、看護職員が訪問しない場合 

・ 個別機能訓練加算Ⅱ（通所介護）：機能訓練指導員が訓練を直接行うことが要件であるが、

機能訓練指導員が訪問できない場合（可能な範囲で機能訓練指導員が訪問することが望ま

しい） 



 

（3）電話による安否確認による算定について 

 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いにつ

いて（第６報）」（令和２年４月７日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務

連絡）のとおり、利用者等の意向を確認した上で、健康状態、直近の食事の内容や時間、当日

の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等について、電話により確認した

場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日については、１日１回まで、相応の介護報酬

の算定が可能とされています。 

 この場合、例えば電話による確認をした上で、必要なサービスを訪問により提供する場合は、

もともとの居宅サービス計画に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限として、あわせ

て 1日複数回の算定も可能とされています。 

 

（4）休業する場合の手続き 

基本的に居宅サービスは、利用者の日常生活の支援や生活機能の維持等、利用者家族の生活

継続において欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、必要なサービスが継続的

に提供されることが必要です。 

休業を検討する場合には、居宅介護支援事業所と十分に連携し、可能な限り代替サービスの確保

や、当該通所サービスの事業所の職員による利用者の居宅への訪問によるサービス提供等を確保し

ていただくことが必要です。 

なお、上記代替サービス等を行わず、事業を休止する場合は、大阪府に休止の届出を行い、利用

者の措置状況を報告お願いします（郵送で受け付けます）。再開にあたっては再開届が必要です。 
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介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（その２） 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の利用者等（社会福祉施設等の利用者

及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の取扱いについては、「社

会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルスの感染症が発生した場合等の対応について」（令和

２年２月 18 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）や「新型コロナウイルス感染

症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 

日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）の他、「社会福祉施設等に

おける感染拡大防止のための留意点について（その２）」（令和２年４月７日付厚生労働省厚生労働

省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等においてお示ししてきたところです。今般、新型コロ

ナウイルス感染症対策専門家会議により公表された「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提

言」（2020 年４月１日）において、「患者、利用者からの感染を防ぐため、感染が流行している地域に

おいては、福祉施設での通所サービスなどの一時利用を制限（中止）する、入院患者、利用者の外

出、外泊を制限（中止）する等の対応を検討すべきである。」とされたこと及び新型インフルエンザ等

対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特措法」という。）第 32 条に基づく緊急事態宣

言が行われたことを踏まえ、上記事務連絡に記載された取扱いについて周知を徹底するとともに、自

治体が事業所宛てに発出している通知（別添４、５）も参考にしながら、介護サービス事業所に休業

の要請等を行う際には以下の点に十分留意した上で御対応いただくようお願いいたします。 

なお、休業要請等の実施を決定した場合、可能な限り事前に、厚生労働省老健局宛にご連絡をお

願い致します。 

 

記 

１ 感染拡大の防止 

都道府県等は、公衆衛生対策の観点からの休業の必要性の有無について判断すること。緊急事態

宣言下では、個々のサービスの必要性を再度検討するように、事業所に周知を行うこと。 

 

２ 利用者への丁寧な説明 

休業する事業所や居宅介護支援事業所は、保健所と連携し、利用者に対し休業の事実や代替サー

ビスの確保等について丁寧な説明を行うこと。 

 

３ 代替サービスの確保 

利用者に必要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援事業所を中心に、休業している事業所か

らの訪問サービス等の適切な代替サービスの検討を行い、関係事業所と連携しつつ適切なサービス



提供を確保すること。 

 

４ 事業所の事業継続 

事業所への影響をできるだけ小さくする観点から、以下の取扱い等を事業所へ周知すること。 

 

ⅰ 介護報酬算定の特例 

休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、また利用者等の意向を確

認した上で、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱

いについて（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連

名事務連絡）別紙１のとおり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の算定が可能で

あること。なお、自主的に休業している場合や、①通所サービスの事業所におけるサービス提供と、

②当該通所サービスの事業所の職員による居宅への訪問によるサービス提供の両方を適宜組み合

わせて実施する場合においても、同様の取扱いが可能である。また、休業要請を受けて休業してい

る場合等には、一定の条件で、電話による安否確認について、相応の介護報酬の算定が可能であ

る。具体的な条件や算定方法については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所

の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第６報）」（令和２年４月７日付厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）を参考にされたい。 

 

ⅱ 独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）における融資制度の活用 

福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運営が縮小した介護事業所に

対して、無利子・無担保の資金融資による経営支援を行っていること。 

 

ⅲ 雇用調整助成金の活用 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由による事業活動の縮小に伴い、事業主が雇用調整の

ために労働者を休業させた場合には、雇用調整助成金による支援を行っていること。なお、今般の

新型コロナウイルス感染症により影響を受ける事業主を支援するため、雇用調整助成金の特例措置

の更なる拡大を今後行う予定である。本特例措置に係る内容は、厚生労働省ホームページ内の雇用

調整助成金のページにて後日発表する。（令和２ 年４月７日時点） 

 

■ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて【第６報】介護保険最新情報 Vol.809令和２年４月７日 

 

問２ 通所系サービス事業所が都道府県等からの休業の要請を受けていない場合においても、感染

拡大防止の観点から、利用者等の意向を確認した上で行う電話による安否確認について、介護報酬

の算定が可能か。 

（答）通所系サービス事業所が、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴の有無や時間、

当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等について、電話により確認した

場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日については、１日１回まで、相応の介護報酬の算定

が可能である。 

 

問３ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管

理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年 3 月 1 日老企第 36 号厚生省老人保

健福祉局企画課長通知。以下「留意事項通知」という。）第二の２（4）において、「①訪問介護の所要

時間については、実際に行われた指定訪問介護の時間ではなく、訪問介護計画において位置付け

られた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間とすること。②訪問介護の報酬について



は、①により算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、いずれの時間区分に該当

するかをもって決定されるものである。」とされているが、20 分以上 45 分未満の生活援助について、

外出自粛要請等の影響により、例えば週末前の買い物において混雑により時間を要し、実際の生活

援助の時間が 45 分を大きく超えた場合、45 分以上の単位数の算定は可能か。 

（答）外出自粛要請等の影響により、生活援助の内容に時間を要して 45 分を大きく超えた場合に

は、45 分以上の単位数を算定する旨を利用者に説明し、請求前に同意が得られ（同意は、訪問介

護事業者が直接取得することも、介護支援専門員経由で取得することも可）、かつ介護支援専門員

が必要と認めるときには、可能である。なお、この場合、訪問介護計画及び居宅サービス計画は、保

険者からの求めに応じて、必要な変更を行うこと。 

 

問４ サービス担当者会議の取扱いは、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人

員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」（令和２年２月 28 日付厚生労働省老健局総務課認

知症施策推進室ほか連名事務連絡）の問９において、「感染拡大防止の観点から、やむを得ない理

由がある場合については、利用者の自宅以外での開催や電話・メールなどを活用するなどにより、柔

軟に対応することが可能である。」とされているが、サービス担当者会議を開催する地域において感

染者が発生していない場合でも、同様の取扱いが可能か。 

（答）可能である。 

■ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて【第４報】介護保険最新情報 Vol.779令和２年３月６日 

 

問１  令和２年２月 24 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人

員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」で示された取扱いは、都道府県等からの休業の要

請を受けて休業している場合に加えて、感染拡大防止の観点から介護サービス事業所（デイサービ

ス等）が自主的に休業した場合も同様の取扱いを可能としているが、同じく感染拡大防止の観点か

ら、利用者の希望に応じて、①通所サービスの事業所におけるサービス提供と、②当該通所サービ

スの事業所の職員による利用者の居宅への訪問によるサービス提供の両方を行うこととし、これら①

②のサービスを適宜組み合わせて実施する場合も、同様の取扱いが可能か。 

（答）差し支えない。 

 

問３  令和２年２月 24 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人

員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」別紙１において、「休業となった事業所と異なる事業

所、公民館等の場所を使用して、当該事業所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供し

た場合」の取扱いが示されているが、公民館以外の場所はどのような場所を指すのか。 

（答）一定の広さを確保でき、安全面や衛生面の観点からサービスを提供するにあたって差し支えな

い場所を指す。なお、サービスの提供にあたっては、都道府県、保健所を設置する市又は特別区と

相談し、また利用者の意向を踏まえて実施されたい。 

 

問４  新型コロナウイルスの発生に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業において通所型サービ

ス及び訪問型サービスを提供する事業者が休業を行った場合、月額報酬となっているサービス費に

ついて、休業期間分を日割りすることが可能か。 

（答）市町村の判断で、事業所指定効力停止の開始・解除に準じた取扱いとして、日割り計算を行う

ことが可能である。 

 

問７  通所介護等の利用が出来なくなった発熱等の症状のある利用者に対する訪問介護の提供増

加や職員の発熱等により、人員基準上の必要な資格を持った人員が確保出来ない場合、基準違反

となるのか。 



（答）基本的には、介護支援専門員が調整のうえ、有資格者を派遣する事のできる訪問介護事業所

からサービス提供されることが望ましいが、令和２年２月 17 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染

症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」別添１（７）で示していると

おり、指定等基準を満たすことが出来なくなった場合であっても、それが一時的なものであり、かつ利

用者の処遇に配慮したものであれば、柔軟な対応をして差し支えないも のであり、その際、訪問介

護員の資格のない者であっても、他の事業所等で高齢者へのサービス提供に従事した事がある者

であり、利用者へのサービス提供 に支障がないと認められる者であれば、訪問介護員として従事す

ることとして 差し支えない。 

 

問９ 令和２年２月 28 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員

基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問９において、「なお、利用者の状態に大きな変化が

見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽微であると認められる場合はサービス担当者会議

の開催は不要である。」とあるが、基準解釈通知の取扱いと同様か。 

（答）同様である。 

■ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 の臨時的な取扱いに

ついて【第３報】介護保険最新情報 Vol.７７３令和２年２月 28 日 

 

問１ 新型コロナウイルス感染症に伴い学校が休校等になることにより、一時的に人員基準等を満た

せなくなる場合、介護報酬の減額を行わない等の柔軟な取扱いは可能か。 

（答）可能である。 

 

問２ 第２報の別紙１で示された取扱いは、介護予防通所リハビリテーションにおいて、サービス提供

を行う場合も対象となるのか。 

（答）対象となる。 

 

問３ 第２報で示された取扱は、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合における

取扱いとして示されたが、感染拡大防止の観点から特に必要と考えられることから介護サービス事業

所等が自主的に休業した場合も、同様の取扱いが可能か。 

（答）可能である。 

 

問４ 介護予防通所リハビリテーション事業所が月途中で休業し、その後介護予防通所リハビリテー

ションのサービス提供が中断された場合の算定はどうするか。 

（答）介護予防通所リハビリテーションの月額報酬を日割りで、計算して算定する。 

 

問５ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとして、新規に異な

る介護予防訪問リハビリテーション事業所が、サービス提供を行った場合の算定はどうなるのか。 

（答）介護予防訪問リハビリテーションの基本サービス費を算定する。 

 

問６ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとして、既に計画上

サービス提供を行うこととされていた介護予防訪問リハビリテーション事業所が、当初計画されていた

サービスに上乗せしてサービス提供した場合の算定はどうなるのか。 

（答）代替サービス分を別途、介護予防訪問リハビリテーションとして算定可能である。 

 

問９ 居宅介護支援のサービス担当者会議について、どのような取扱いが可能か。 

（答）感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある場合については、利用者の自宅以外での

開催や電話・メールなどを活用するなどにより、柔軟に対応することが可能である。  



なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽微であると認

められる場合はサービス担当者会議の開催は不要である。     

■ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて【第２報】Vol.７７０令和２年２月２４日 

 

介護サービス事業所等について、都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下、「都道府県

等」という。）からの休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、また、

利用者等の意向を確認した上で、「令和元年台風第 19 号に伴う災害における介護報酬等の取扱い

について」における取扱いの考え方を参考に、別紙 1「都道府県等からの休業の要請を受けて休業

している場合における取扱いについて」のとおり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報

酬の算定が可能です。 

 

別紙 1  

都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて 

 

1.  休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用して、当該事業所が指定を受けた

サービスに相当するサービスを提供した場合 

 

算定方法 

通常提供しているサービス費と同様に、サービス提供時間等に応じ介護報酬を算定すること 

 

2. 居宅で生活している利用者に対して、利用者からの連絡を受ける体制を整えた上で、居宅を訪問

し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限りのサービスを提供した場合 

 

算定方法（通所系サービスの場合） 

提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）を算定する。 

ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハであれば１時間未満）

の場合は、それぞれのサービスの最短時間の報酬区分（通所介護であれば２時間以上３時間未満、

通所リハであれば１時間以上２時間未満の報酬区分）で算定する。 

 

なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回の訪問を行い、サービスを

提供する場合には、それぞれのサービス提供時間に応じた報酬区分を算定できるものとするが、１日

に算定できる報酬は居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限とし、そ

の場合は、居宅介護サービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬区分で算定する。 

 

※  なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供されていた場合に算

定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとする。ただし、その他新型コロ

ナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に算定基準を満たすことができなくなる場合等

については、「令和元年台風第 19号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」における取

扱いに準じることに留意されたい。 

 

■ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて（令和２ 年２ 月 17日付け事務連絡）【第１報】 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和 2年 2 月 17日）が公表さ

れたところです。新型コロナウイルス感染症の患者等への対応 等により、一時的に人員基準を満た



すことができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準などについては、柔軟な取扱いを

可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようよろしくお願い致します。 

なお、具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第 19 号に伴う災害における介護報酬等の取

扱いについて」（令和元年 10 月 15 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事

務連絡）における取扱いの考え方を参考にして頂きますようよろしくお願いいたします。 

 

（別添）令和元年台風第 19 号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて 

 

(7) サービス事業所等が被災したことにより、一時的に指定等基準や介護報酬の算定要件に係る人

員基準を満たすことができなくなる場合 

指定等基準や基本サービス費に係る施設基準、基準以上の人員配置をした場合に算定可能となる

加算（看護体制加算など）、有資格者等を配置した上で規定の行為を実施した場合に算定可能とな

る加算（個別機能訓練加算など）については、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応が可能であ

る。 

 

２．サービス種別 

 

(2)通所介護・認知症対応型通所介護・地域密着型通所介護・療養通所介護 

今般の被災等により、通所介護事業所等の浴槽等の入浴設備が損壊し、入浴サービスが提供で

きなくなった場合であっても、事業所が利用者のニーズを確認し、清拭・部分浴など入浴介助に準ず

るサービスを提供していると認められるときは、入浴介助加算又は入浴介助体制加算の算定が可能

である。 

 

(3)介護予防通所リハビリテーション 

今般の被災等により、介護予防通所リハビリテーションが休業し、利用者に対して、介護予防サー

ビス・支援計画に基づく適切な利用回数等のサービスが提供できなかった場合には、当該利用者に

ついては、日割り計算を行うこととする。 

一方、休業の影響を受けず、適切な利用回数等のサービスを提供された利用者については、日

割り計算は行わない。 

日割り計算の方法は、月の総日数から、災害の影響により休業した期間（定期休業日を含む。）を

差し引いた日数分について請求することとする。 

 

なお、介護予防通所リハビリテーションが燃料の調達が困難であったために、送迎に支障が生じた

ことにより、適切な利用回数等のサービスが提供できなかった場合も、同様の取扱いとする。 

 

 

 

 

 


